
地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途

１　地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）歳入決算額 1,452,453 千円

２　社会保障施策に要する経費 千円　※１

３　２の経費の内、一般財源充当額 7,266,240 千円

1,452,453 千円

【社会保障施策に要する経費とその財源内訳】 （単位：千円）

国・県
支出金

市　債 その他

地方消費税
（交付金）引
上げ分
（社会保障財
源化分）

その他

生活保護 974,835 798,835 0 16,526 24,632 134,842

児童母子福祉
（児童手当、私立保育所、子ども医療等）

5,912,212 4,153,184 0 93,249 587,401 1,078,378

障がい者高齢福祉 3,974,773 2,707,546 0 9,573 194,258 1,063,396

社会福祉 1,623,617 1,559,013 0 16,236 7,471 40,897

小　　　計 12,485,437 9,218,578 0 135,584 813,762 2,317,513

国民健康保険（一般会計繰出金） 745,896 424,625 0 0 49,624 271,647

介護保険（一般会計繰出金等） 1,585,420 71,138 0 0 233,897 1,280,385

後期高齢者医療（一般会計繰出金） 1,805,894 233,975 0 0 242,800 1,329,119

小　　　計 4,137,210 729,738 0 0 526,321 2,881,151

保健衛生（母子保健） 194,164 71,071 0 9,398 17,562 96,133

予防健康（予防接種、健康診断等） 757,490 12,051 0 131,641 94,808 518,990

小　　　計 951,654 83,122 0 141,039 112,370 615,123

17,574,301 10,031,438 0 276,623 1,452,453 5,813,787

※１

※２

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　　　計

別紙の「社会保障関係費の推移」の総事業費R6決算の額20,762,813千円と上の表の経費の合計17,574,301
千円が異なるのは、 地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）は、事務職員の人件費や事務費に充
てることができないこと、また各施設の管理費、高齢者交通費助成等を除いているためです。

地方消費税収（引上げ分）については、地方税法第７２条の１１６において、消費税法第１条第２項に規定する社
会保障４経費（制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策
に要する経費）を含む社会保障施策（社会保障４経費に予防接種、健康診断、障がい者サービスを加える）に充
てることとされています。

17,574,301

消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社会
保険及び保険衛生に関する施策をいう。）に要する経費　※２

４　３の一般財源充当額の内、地方消費税交付金引上げ分（社会保障財源化分）
　　充当額

事　　業　　名 経　費

財源内訳

特定財源 一般財源


